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第二次いわき市子ども・子育て支援事業計画（案）に対する市民意見と市の考え方 

 

№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

１ Ⅰ-１ 安心して妊娠・出産・子育てができ

る環境の整備 

 ⑶ 安心して子育てできる生活環境の整 

備について 

  外灯が少なく、とても危険です。小

学生、中学生、高校生が安心して自由

に歩いたり、走ったりするために、自

転車に乗れるために、外灯設置を町内

会に呼びかけるなどし、「外灯の灯る、

明るい地域は住民の手で」という機運

を高めてほしいです。車を運転してい

て、何度も児童生徒を引いてしまいそ

うになります。 

中学生、高校生の部活などでも、文

化施設、運動施設に自転車等で行ける

ようにし、親の送迎がなくても移動で

きるようにならなくては、親や親せき

の送迎ができない場合は、そういった

教育を受ける機会を失ってしまいま

す。 

 すべての児童、生徒が親の経済力、

さける労力の影響を受けなくてもすむ

ようにする必要があるのではないでし

ょうか。子供の送迎のために、親がフ

ルタイム勤務ができない、正社員登用

されないということをなくすことが安

心して子育てできる生活環境の整備に

なると思われます。 

 

本市では、夜間における犯罪の防止や通行

の安全を図ることを目的に、自治会等の申請

に応じて防犯灯を新規で設置し、その後の維

持管理を地域で行う「市防犯灯整備事業」を

実施しています。 

今後につきましても、自治会等へ市防犯灯

整備事業等の周知を行うなど、明るいまちづ

くりに努めて参りますので、御提案の「外灯

の灯る、明るい地域は住民の手で」の実現に

向け、自治会等の御協力をお願いします。 

 

  

(別紙） 
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№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

２  第３子以降の高校、専門学校、大学の学

費の補助は必要であると思います。子供の

数が多ければ多いほど、親の負担感は増し

ます。就労継続もしにくくなります。 

 いわき市運営の大学進学寮は男子だけの

入居となっていますが、女子が入寮できな

いのであれば、それと同等の、女子が県外

へ修学するための補助などが必要なのでは

ないでしょうか。 

 女子は男子に比べ、奨学金の返済がしに

くいです。男女間の賃金格差も現在も存在

し、男子は肉体労働や深夜勤務など効率の

よいバイトなどにより、学業優先で働きな

がらの生活費補填はしやすいですが、女性

はそれらの機会が乏しく、より高額な奨学

金を借りなくてはいけなくなり、最低賃金

の安いいわき市内への就労はより望まなく

なり、女性が乏しくなります。 

いただいた御意見につきましては、今後の

支援制度等の充実に向けた施策の参考にさ

せていただきます。 

なお、経済的理由により進学をあきらめな

いようにするための修学支援制度につきま

しては、国では、貸与型の奨学金に加え、返

済が不要な給付型奨学金の創設や所得に応

じた奨学金返還の導入などがなされており

ます。 

市におきましては、男女を問わず、経済的

理由で進学を断念することがないよう、ま

た、市への若者の定着という目的で、本市に

定住して就労する方に対し、奨学金返還額の

一部を補助する「市未来につなぐ人財応援奨

学金返還支援事業」を実施しており、令和元

年度の募集にあたっては、対象範囲の拡大や

募集期間の見直しを行うなど、学生にとって

より利便性の高い制度構築に努めておりま

す。 

今後につきましても、意欲のある子どもた

ちが、大学等へ進学し、社会で活躍する人材

となるよう支援して参りたいと考えており

ます。 
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№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

３ Ⅰ－２ 就労と子育ての両立支援 

 ⑴ 多様な教育・保育環境の整備 

 病児・病後児保育施設は小学校１年

までではなく、小学校６年生くらいま

では対応できるようにしてほしい。子

供を家に一人で置いておける年齢にな

るまで、病児保育施設で対応できるよ

うにしてほしいです。働けません。 

   緊急サポート事業はいわき市が運営

し、できるだけ多くの親が雇用を継続

できるようにする体制をいわき市がと

るべきだと思います。 

   いわき市は東日本大震災の時に、避

難の方を多く受け入れ、その当時、い

わき住民は保育施設、学童施設を利用

できないことがありました。就労の機

会を奪われた損失をこれから埋め、正

社員で働けるようにする必要があると

思います。 

   放課後児童クラブを全小学に設置し

てほしいです。 

病児・病後児保育事業は、現在、市内４か

所で未就学児を対象に実施していますが、対

象年齢の拡大につきましては、保育人材の確

保や預かり専用スペースの拡大等の課題等

があることから、今後の事業実施の参考とさ

せていただきます。 

病児・緊急対応強化事業（いわゆる緊急サ

ポート事業）は、病児・病後児の預かりや宿

泊を伴う子どもの預かり等を、育児の援助を

受けたい依頼会員と、育児の援助を行いたい

協力会員からなる会員組織の設置により、会

員が相互に援助する活動とし実施するもの

であり、多くのニーズに対応するためには、

協力会員の確保が不可欠です。 

本事業は、現在、市内のＮＰＯ法人へ委託

しており、民間のノウハウを活かした、多様

なニーズへの対応が図られていることから、

引き続き、協力会員の確保に努め、子育て家

庭のニーズに応えられるよう取り組んで参

ります。 

放課後児童クラブについては、「複数の小

学校区に１つの放課後児童クラブを設置す

ることも含め、原則としてすべての小学校区

において利用が可能となるよう整備を行う」

ことを基本方針として取り組んでいるとこ

ろであり、引き続き、計画的な整備を進めて

参ります。 
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№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

４ ⑵ 子育てしやすい雇用環境の整備 

 いわき市は東日本大震災の時に、避難

の方を多く受け入れ、その当時、いわき

住民は保育施設、学童施設を利用できな

いことが多くありました。就労の機会を

奪われた損失をこれから埋め、正社員で

安定して働けるようにする必要があると

思います。 

 就職氷河期時代の30代後半から40代

後半の男性・女性は子育て期に当たりま

す。 

 これらの年齢階層の方が安定した仕

事につけるように、民間事業主だけでな

く、いわき市、社会福祉協議会等、いわ

き市関連団体においても就職年齢を 49

歳までに延長する必要があるのではない

でしょうか。 

 本市では、職員採用にあたっては、簡素で

効率的な執行体制の確立に努めることを基

本として、計画的な採用を実施しているとこ

ろです。 

 本市の正規職員の採用候補者試験におい

ては、東日本大震災以降、平成 27 年度から

社会人経験者で31歳から38歳の方を対象と

する採用候補者試験を新たに実施しており、

令和元年度にはその上限年齢を 40 歳に引き

上げて実施しているほか、障がい者を対象と

した採用候補者試験についても、平成 30 年

度には上限年齢を 35 歳から 38 歳に、令和元

年度には38歳から40歳に拡大して実施しま

した。また、技能労務職については、平成 30

年度から 50 歳を上限年齢とする採用候補者

試験を実施しているところです。 

 このような中、就職氷河期世代の職員への

採用につきましては、いわゆる就職氷河期

（概ね平成 5 年度～平成 17 年度）も採用人

数を抑制していなかったことによって、36歳

から 49 歳までの主要な職種の職員数は他の

世代と比較して多い状況にあることを踏ま

えながら、行政課題に的確に対応できるよう

計画的な採用を検討して参ります。 
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№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

５ Ⅱ-１ 健やかな心が育まれるための支援 

 ⑴ 子どもの人権尊重・健全育成 

  スクールカウンセラーの相談時間

を土日祝日や午後 5 時以降も対応で

きるところをつくってほしいです。仕

事を休まないとスクールカウンセリ

ングを受けることができません。ま

た、小学校はすべてに配置されている

わけではなく、中学校に行かないと相

談できないので、当該中学校に家族が

通っている場合は相談しにくくなり

ます。支所単位で相談できる体制をと

ってほしいです。 

 不登校の子供が通うフリースクー

ルがいわき市にないので、設置してほ

しい。不登校の親の会がないので集ま

る機会を提供してほしい。 

 現在、いわき市総合教育センターでは、5名

のスクールカウンセラーを配置し、平日午後

5 時まで、市内小・中学生に関する様々な相

談に対応しています。 

 また、スクールカウンセラーではありませ

んが、市文化センターに教育相談員を配置

し、電話相談や面接相談に対応しておりま

す。電話相談につきましては、平日は午後 6

時まで、文化センター休館日以外の土日祝日

は午後 5時まで相談対応をしています。 

 不登校児童生徒の学びの場につきまして

は、平・常磐・小名浜・植田の 4カ所に、チ

ャレンジホーム（適応指導教室）を設置し、

月・水・金の週 3日開設しております。 

 また、年 1回、不登校児童生徒の保護者を

対象に、「The 暖会」という名称で、情報共有

や意見交換の場を設けております。 

 今後につきましては、いただいたご意見を

参考に、よりよい支援体制について検討して

参ります。 
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№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

６ Ⅱ-３ 切れ目のない療育支援 

 ⑴ 障がいの早期発見・相談・支援につ

いて 

   精神障害を持った子供、親への適切

な対応ができるよう、市民講座等に

「SST（ソーシャルスキルトレーニン

グ）」を入れてほしいです。 

精神保健分野における市民講座につきま

しては、その時期に話題となっているテーマ

を年ごとに設定して開催しています。 

今後につきましても、講座の内容につい

て、子どもから大人までのあらゆる年代の

方々に沿った内容を盛り込むなど、精神障害

への理解の促進に努めて参ります。 

 

７ Ⅲ-１ 児童虐待防止対策の推進 

 ⑴ 児童虐待防止対策の推進 

 親や周囲が適切な対応ができるよ

う、市民講座等に「SST（ソーシャルス

キルトレーニング）」を入れてほしい

です。前ルーテル学院大学教授の前田

ケイ先生は SST を日本に広めた方な

ので、こういった方の講座を行ってほ

しいです。 

保護者等の子どもに対する対応力の向上

については、現在、子育てサポートセンター

において、臨床心理士や保健師の資格を有す

る職員を講師として「ペアレントトレーニン

グ」や「子育てスキル講座」を実施していま

す。 

児童虐待防止に向けた保護者等の子ども

に対する対応力の向上は重要であることか

ら、いただいたご意見については、今後の参

考とさせていただきます。 

 

８ Ⅲ-２ 子どもの貧困対策の推進 

 ⑴ 子どもの貧困対策の推進 

   給食費を無料にしてほしいです。給

食はほとんど全ての世帯で支払うも

のだからです。親の経済力、車を手配

できるかどうか等で、子供が部活や課

外活動に参加できないこと、公民館行

事等へ参加できないこと、英検など各

種検定受けれないことがないように

する必要があるのではないでしょう

か。 

 学校給食は、学校給食法におきまして、学

校給食の実施に必要な人件費や施設・設備の

修繕費は市の負担とされ、その他の食材の購

入費や施設の光熱水費、食器等の消耗品費な

どは保護者の負担とされておりますが、本市

におきましては、食材の購入費のみを保護者

負担としているところであり、給食費の無償

化は困難であると考えております。 

 また、経済的理由でお困りの世帯等に対し

ましては、生活保護による支援や、就学援助

による支援を行っており、実質的に給食費は

無料となっております。 

 今後も、現行の維持を基本としながら、安

全・安心でおいしい給食の提供に努めて参り

たいと考えております。 
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№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

９  健康になる生活習慣を普及させ、市民の

健康増進を図った方が良いと思います。 

 

 健康は、市民の皆様がいきいきと暮らすた

めの基本となることから、市では昨年を「い

わき市健康元年」と位置づけ、市民、企業、

団体の皆様と協働で健康づくりを全市的な

取組みとして推進するため、関係機関・団体

等で構成される健康いわき推進会議を創設

するとともに、本市の健康データ等を分析・

公表し、ライフステージや地域特性に着目し

た健康課題を明らかにする健康づくり見え

る化事業を進めております。 

さらには、健康づくりに取り組む地域や企

業を支援するほか、受動喫煙防止に向けた普

及啓発や、食の面から健康を増進する食育を

推進するなど、様々な施策を展開していると

ころであります。 

  今後におきましても、市民の皆様の健康づ

くりをサポートする取組みをさらに推進す

るため、乳幼児期から高齢期まで、ライフス

テージに応じた健康づくり施策を展開しな

がら、健康長寿の実現に向けて、市民の皆様

の主体的な健康づくりを全市的な取組みと

して推進して参りたいと考えております。 

 

10 Ⅲ-２ 子どもの貧困対策の推進 

 ⑴ 子どもの貧困対策の推進 

  ① 子どもの貧困の実態調査におい

て年齢対象を決めて継続調査の実

施を正確な子どもの貧困実態を把

握するために、東京都足立区で実施

している、「子どもの健康・生活実

態調査」を参考に、小・中学校にお

けるアンケート調査等の実態調査

を複数年実施し、貧困対策の取組み

を検証する体制が必要と考えます。 

 本市では、今年度、地域における子ども・

子育て支援に係る課題等を把握するため、小

学５年生、中学２年生の児童・生徒及びその

保護者を対象に、「子どもの生活実態調査」を

実施したところです。 

 その結果を踏まえ、今年度策定する「第二

次市子ども・子育て支援事業計画」の基本施

策の１つとして、子どもの貧困対策を位置付

けるとともに、各種取組みについては、本計

画の進行管理を行う中で、「市社会福祉審議

会児童福祉専門分科会（子ども・子育て会

議）」等で点検・評価をして参ります。 
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№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

11 ② これまでの主な取組みにおいて 

  幼児教育・保育の無償化の取組みにお

いて、安心して子育てできる環境を整備

するために給食費の副食費も無償化に

することが必要と考えます。 

 幼児教育・保育の無償化につきましては、

国の制度上、副食費については、在宅で子育

てする場合でも生じる費用であることや、授

業料が無償となっている義務教育の学校給

食についても自己負担とされていることな

どを踏まえ、各施設において実費を徴収する

費用として、無償化の対象外とされたところ

です。 

 一方、生活保護世帯等に加え、「年収 360 万

円未満相当世帯の子ども」や「所得階層にか

かわらず第 3子以降の子ども」についても、

副食費を免除することとされており、低所得

者等については、一定の配慮がなされている

ことから、市としては、国の制度設計に沿っ

て対応して参りたいと考えております。 

12 Ⅳ-２ 子育て支援に関わる人材の育成 

 ⑴ 子育て支援に関わる人材の育成 

 いわき市内で就労する幼稚園教諭

や保育士を増やすために、賃金の増額

や各種手当ての新設など、市独自の処

遇改善の取組みを強化することが必

要と考えます。 

 保育士等の人材確保策については、市とし

ては、これまで、国の施策に呼応した保育士

等の処遇改善に着実に取り組むほか、潜在保

育士の復職に向けた研修会の開催や就職フ

ェアへの参加、また、市への若者の定着とい

う目的で、本市に定住して就労する方に対

し、奨学金返還額の一部を補助する「市未来

につなぐ人財応援奨学金返還支援事業」な

ど、様々な取組みを行っているところです。 

 本市独自のさらなる処遇改善の取組みに

ついては、他市の実施状況等を踏まえなが

ら、調査・研究して参りたいと考えておりま

す。 

13  国や市の子ども子育て支援のサービス

事業について、内容を知らない当該者がい

ることから、市が積極的にサービス内容に

ついて知らせる取組を強化することが必

要と考えます。 

 本市では、これまで、各地区保健福祉セン

ター窓口への母子保健コンシェルジュや子

育てコンシェルジュ等の配置のほか、子ど

も・子育て支援サイトや子育て支援アプリ等

の運用により、子ども・子育て支援に関わる

情報提供の充実に努めてきたところです。 

 今後においても、子育て世帯のニーズの多

様化などを的確に捉え、必要な情報を確実に

届けられるよう、多様な媒体を活用した情報

提供のさらなる充実・強化を図って参りま

す。 
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№ 市民意見の内容 意見に対する市の考え方 

14 〇 保育園・幼稚園・認定子ども園といっ
た保育・幼児教育機関における人員確保 

○ 小中一貫、小中隣接校との機能接続を
(保小中・幼小中一貫型)  

〇 幼保と義務教育の接続における柔軟
な人員配置 
〇 待機児童解消解決に向けて抜本的政
策を 

○ 生涯学習課いわきまなびあいバンク
は「学習人材バンク」として、学習環境
整備事業や家庭教育支援事業に関する
NPO 機関を集約し、教育委員会・ 教育事
務所との機能接続を図る。  

〇 児童相談所・チャレンジホーム・NPO
機関がスクラムを組み、虐待・貧困・不
登校問題解決に注力出来るシステムと
各教育機関に対するセーフティネット・
タスクフォースを構築する。  

〇 スクールカウンセラー、スクールソー
シャルワーカー、スクールソーシャルワ
ーカースーパーバイザー、児童相談員の
人材確保・育成  

〇 いわきアカデミアといわきバッテリ
ーバレーとの相互連携による人材育成、
産業・雇用創出・子ども向けプログラム
開講 

〇 「生涯学習・アフタースクール」事業
として、市内全図書館(小名浜・勿来・常
磐・内郷・四倉)とふれあい館(田人・三
和・川前・久之浜・大久)と公民館(上遠
野・入遠野・好間・小川)にいわき総合図
書館にある学習環境を整備し、最新の情
報(進学・就職・資格試験・ビジネスコン
テスト等、イベント)提供サービスシス
テムの完備。 

〇 各図書館連携主催ビブリオバトルの
実施  

〇 「いわきアカデミア」と「生徒会長サ
ミット事業」「バッテリーバレーフェス
タ」「いわきビジネスプランコンテスト」
の相互連携  

〇 各地区の既存の公園施設・子育て支援
施設の充実化による街や道路の整備  

〇 既存の市民グラウンド及びスポーツ
施設を再整備し、レクリエーションスペ
ースの創出  

〇 各公民館及び集会所を活用した子育
て支援事業  
〇 伝統行事 「左義長」「酉小屋」やイベ
ント「いわき踊り」などの各地区の祭り
イベントを子ども世代へ継承  

〇 市内各地区で市内観光・娯楽スポット
を観光データベースとして 情報サー
ビスを提供  

〇 「プログラミング」「英会話」「伝統文
化」をはじめとした「知育」「教育」 イベ
ントを市内各地区で開催する。  

 「第二次いわき市子ども・子育て支援事業

計画（案）」では、保育需要の増加に伴う保育

の受け皿づくりと人材の確保、家庭・学校・

地域等の多様な主体による協働型の教育の

推進等の取組みの考え方を盛り込んでいま

す。 

 いただいた御意見については、個別具体の

取組みの内容となっていますので、今後の参

考とさせていただきます。 

 


